
「学問の自由」について、生成ＡＩ（チャトGPT）に聞く 

質問１  

「学問の自由」について教えて下さい。①その定義やその起源、②それは大学だけに

認められることなのか、それとも小中高の教育でも必要なことなのか。③それは社会

の発展に役立つことなのか、それとも社会の発展を阻害することなのか。④国家や政

府はそれを尊重する場合が多いのか、それとも規制することが多いの、などを知りた

いのです。 

チャット GPT の回答 

ご質問ありがとうございます。「学問の自由」は、非常に重要でかつ複雑なテーマで

す。以下、4 つの観点から丁寧にご説明します。 

 

① 「学問の自由」とは何か？その定義と起源 

■ 定義： 

「学問の自由」とは、真理の探究を目的とする学問的活動において、国家権力や社会

的圧力からの干渉を受けずに、自主的に研究・教育・発表を行うことができる自由の

ことです。 

この自由には主に次の 3 つの要素が含まれます： 

• 研究の自由：何を研究するかを研究者自身が決定できる自由。 

• 教授の自由：教育内容や方法を教員が自主的に選択できる自由。 

• 学問発表の自由：研究成果を公表する自由。 

■ 起源： 

• 起源は近代ヨーロッパ、特に**ドイツの大学改革（ベルリン大学：1809 年創

設）**にあります。 

• ヴィルヘルム・フォン・フンボルトが提唱した「学問の自由」と「大学の自治」が、

現在の大学制度の基礎となりました。 



• 彼の考えでは、学問は国家に奉仕するのではなく、「個人の人格形成」と「真

理の追究」のためにこそ自由であるべきとされました。 

 

② 大学だけのものか？小中高でも必要か？ 

■ 一般的には「大学の原則」とされる 

• 憲法（例：日本国憲法第 23 条）で保障されている「学問の自由」は、通常は大

学における研究・教育活動を主たる対象としています。 

• なぜなら、大学では教員や研究者が主体的に研究テーマを選び、自由に発

言・教育する必要があるためです。 

■ 小中高では限定的 

• 小中高は義務教育や学習指導要領に基づく教育であり、内容や方法に一定

の制限があります。 

• ただし、近年は「探究学習」や「個別最適な学び」を重視する流れの中で、子ど

も自身が問いを立て、自分なりに調べる自由＝学びの自由も重視されつつあ

ります。 

• したがって、小中高でも「学問的精神の芽生え」を尊重する必要はあります

が、大学ほどの完全な自由は期待されていません。 

 

③ 「学問の自由」は社会の発展に役立つか？ それとも阻害するか？ 

■ 基本的には社会の発展に大きく寄与 

• 学問の自由によって、政治的・経済的な利害から独立して真理を追究できる。 

• 科学技術の進歩、人権思想の発展、医学・教育の改善など、社会の根幹を支

える多くの発見・提言はこの自由から生まれました。 

• 例えば地動説、進化論、原子論、民主主義思想、フェミニズム理論なども、最

初は社会から批判されながらも、学問の自由によって発展しました。 

■ 一方で「不都合な真実」を突くことも 



• 体制批判や価値観の転換を伴う研究は、ときに「社会の安定」を揺るがすと見

なされることもあります。 

• 例えば戦争責任、環境破壊、ジェンダー格差などの研究は、既得権益にとっ

ては脅威になることもあります。 

 

④ 国家や政府は「学問の自由」を尊重するのか？ それとも規制しがち

か？ 

■ 歴史的には規制の例も多い 

• 多くの国で、政治体制やイデオロギーに反する学問は弾圧されてきました。 

o 例：ナチス・ドイツによるユダヤ系学者の追放 

o 例：旧ソ連における「ルイセンコ主義」による生物学研究の弾圧 

o 例：日本でも戦前には軍部による言論・学問の統制があった（滝川事

件など） 

■ 現代民主主義国家では「尊重」が基本方針 

• 日本や欧米諸国では、憲法で「学問の自由」が保障されています。 

• ただし、現実には以下のような圧力も： 

o 研究資金の配分による「政策誘導」 

o 学内人事や研究テーマに対する干渉 

o 国家機関による大学設置認可の裁量的運用（例：日本の加計学園問

題） 

■ 結論： 

「学問の自由」は尊重されるべき原則である一方で、政治的・経済的な状況によって

常に脅かされやすい権利でもあります。だからこそ、学問を行う側も、社会の側も、そ

の自由の意義を不断に問い直すことが求められます。 

 

補足：日本国憲法第 23 条 

「学問の自由は、これを保障する。」 



わずか一行ですが、この条文は世界的にも珍しく「学問の自由」を明文で保障してい

る憲法です（多くの国では言論の自由の中に含めて扱う）。 

 

質問２ 

 

「学問の自由」に関して中立・批判両面からの論考形式への整形をお願いします。 

ChatGPT:の回答 

以下に、「学問の自由」に関する論考を、中立的立場をとりながら肯定的評価と批判

的視点の両面から構成した論考形式でご提示します。文末には教育行政や政策立

案にもつなげられる視点を加えています。 

 

学問の自由をめぐる論考：真理追究の原理か、制度的

特権か 

はじめに 

「学問の自由」は、日本国憲法第 23 条において明示的に保障されている数少ない自

由権の一つであり、民主主義社会における知的基盤の柱ともされる。しかし、その理

念が常に肯定的に機能しているとは限らず、近年ではその運用や社会的意味を問い

直す必要も指摘されている。本稿では、「学問の自由」の原理的意義とその制度的運

用の実態とを、中立的かつ多面的に考察する。 

 

1．肯定的視点：社会的進歩を支える「自由の砦」 

（1）真理探究の前提条件として 

学問の本質は、権威や既成概念にとらわれず、自由に問いを立て、論理的に検証

し、真理に接近することにある。学問の自由がなければ、研究は常に外部の価値判

断に左右され、イデオロギーや権力構造によって制限されかねない。 



（2）社会的革新の源泉として 

科学技術、医学、教育、人権思想など、現代社会を形作る多くの革新は、学問の自由

を背景とした批判的知性によって生まれた。とりわけ異端的とされた思想や研究（地

動説、進化論、ジェンダー論、環境倫理など）は、初期には社会的に不遇でありなが

ら、後に社会構造を変革する力を持った。 

（3）大学自治との結びつき 

大学における「研究・教育・運営の自律性」は、学問の自由と密接に関連する。これ

は、国家や企業の短期的利害ではなく、長期的かつ普遍的価値に基づく知の形成を

保障する制度的枠組みである。 

 

2．批判的視点：制度的閉鎖性と社会との乖離 

（1）制度的特権の温床になり得る 

学問の自由が大学に過度に集中して語られることで、「大学人による大学人のための

自由」として閉鎖的に運用される危険がある。研究の自己目的化、アカデミズムの自

己完結性、学問成果の社会的説明責任の欠如といった問題が指摘される。 

（2）公的資金との緊張関係 

現代の研究は、多くの場面で国費に支えられている。そのため、納税者の利益や国

家的課題（地球温暖化対策、感染症対応、AI 開発など）と学問の自由とのバランスが

問われる場面が増えている。自由の名の下で、資源配分の正当性を説明できない状

況は、制度の正統性を揺るがす。 

（3）学問の自由の「選択的適用」 

小中高教育においては、国家の教育方針（学習指導要領）により学問的自由は制約

を受ける。このことは、初等中等教育における探究の芽を摘む要因ともなり得る。ま

た、政治的にセンシティブなテーマ（歴史認識、ジェンダー、民族など）について、教員

や研究者に対する圧力が増しており、「自由」の名のもとに実質的な萎縮が起きてい

る現実もある。 

 



3．現代的課題と再構築の可能性 

（1）社会と知の対話の回復 

学問の自由を真に意味あるものとするには、「自由だから何をしてもよい」ではなく、

「自由であるがゆえに、社会と対話し、説明責任を果たす」姿勢が求められる。知の

成果が市民と共有されることによって、学問は初めて公共的な価値をもつ。 

（2）多様な学問環境への拡張 

これまで大学中心に語られてきた学問の自由を、地域の学び、学校教育、企業内研

究、NPO 活動などにも開かれた概念へと再構築することで、「誰もが知に関わること

ができる社会」の実現に近づけるのではないか。 

 

おわりに：政策的示唆と教育への展開 

学問の自由は、民主主義社会の知的基盤でありながらも、常に権力と緊張関係にあ

る不安定な権利である。教育政策においては、大学の自律性を守ると同時に、初等

中等教育における探究的学びを支える環境整備、研究資金配分の透明性向上、市

民との知的協働の促進が重要となる。 

「学問の自由」は守るべき理念であると同時に、常に問い直され、開かれた運用のあ

り方が求められる動的な制度原理でもある。 

 

ご希望があれば、これをさらに政策提言書や教育行政向け報告書の形に整えること

も可能です。お気軽にお申し付けください。 

 

 

質問３ 

 

最近のアメリカのトランプ大統領とハーバード大学の軋轢（論争）は、学問の自由の

観点からは、どのように考えたらいいのでしょうか？ 中立的な立場からの見方も教

えて下さい。 



ChatGPT:の回答 

1. 背景：トランプ政権と大学の対立 

トランプ氏（第 45 代米大統領）は在任中（2017–2021 年）、また退任後も、ハーバード

大学やその他のリベラル系大学・研究者とたびたび対立してきました。主な争点は以

下の通りです： 

主な争点： 

• 移民・留学生政策（ビザ制限）：トランプ政権は留学生へのビザ発給を制限し、

ハーバードなどの大学が「教育の自由と研究環境への侵害」として提訴。 

• 「Critical Race Theory」批判：トランプ氏は、大学で教えられている人種的・歴

史的な構造的差別の理論を「反米的」として攻撃。 

• 保守派の「キャンセルカルチャー批判」：保守的な意見を持つ学生や教授が大

学で排除されているとして、トランプ政権は大学に「言論の多様性の確保」を

求める大統領令を出した（2020 年）。 

• 大学のリベラル傾向批判：トランプ氏自身や支持層は、「大学はリベラル思想

の温床であり、保守的な意見が抑圧されている」と批判。 

 

2. 肯定的視点：大学の「学問の自由」擁護の立場 

• 独立した知の機関としての大学：大学は政府や政権に迎合するのではなく、

真理を探求し、批判的思考を育む場である。そのために政治権力からの干渉

を拒否する姿勢は、学問の自由を体現するものと見なせる。 

• 構造的差別の研究は学問の対象：人種やジェンダーに関する研究（Critical 

Race Theory など）は、社会の実態を解明するために必要な研究領域であり、

それを「反米的」として否定することは、研究の自由・教授の自由に対する脅

威と考えられる。 

• 国際的知的競争力の維持：ハーバードや MIT のような大学は世界中から優

秀な留学生や研究者を受け入れており、移民・留学生制限は学術的多様性を

損なう。 



 

3. 批判的視点：大学側にも課題はあるという見方 

• リベラル一色の学問空間：一部の大学では、保守的な価値観やトランプ支持

者に対して冷笑的・排除的な文化があると指摘されており、「思想の自由」が

左派に偏っているという批判も一定の説得力を持つ。 

• キャンセルカルチャーの問題：学生や教職員の発言が SNS で攻撃され、職を

失う事例もあり、これは大学内においても「自由な議論」が脅かされている可

能性を示す。 

• 大学のエリート性と現実の乖離：ハーバードを含む一流大学は、富裕層・都市

部・リベラル層との結びつきが強く、地方や保守層の人々の現実から乖離して

おり、これが「エリート対人民」という構図での反感につながっている。 

 

4. 中立的な見方：二つの自由の衝突 

この争いは、「学問の自由（知の独立）」と「言論の自由（多様な立場の表明）」がぶつ

かり合う構図とも言えます。 

問題の焦点 トランプ側の論理 大学側の論理 

教育内容 国家アイデンティティの保守 真理追究と社会的正義 

表現の自由 保守的言論の抑圧に抗議 危険思想・差別思想の排除 

国際性 アメリカ人学生の保護 学問に国境はない 

このように、どちらの立場も「自由」を主張しており、単純な善悪では割り切れません。

むしろ、「自由が自由と衝突する社会において、いかに制度と対話を通じて調整して

いくか」が問われていると見るべきです。 

 

5. 教育的・政策的含意 



• 大学は自らの自由を守ると同時に、多様な意見への開かれた空間を保障す

る必要がある。 

• 政府は一時的な政治的目的で学問を攻撃せず、長期的な知の基盤を支える

役割を果たすべきである。 

• 市民社会も、「誰の自由が侵されているのか」「自由が特権化していないか」を

冷静に考える必要がある。 

 

結語 

トランプとハーバードの対立は、「自由」の名のもとに、知と権力が互いに不信を深め

た事例といえる。ただし、ここから導き出されるべき教訓は、「学問の自由」そのもの

の否定ではなく、自由を支える制度と倫理をいかに共に構築するかという問いであ

る。 

 

ご希望があれば、特定の論点（例：キャンセルカルチャー、大学の自治、言論の自由

との違いなど）に焦点を絞った掘り下げも可能です。 

質問４ 

教育学の論やコラムを読んでいると、「学習指導要領でこのように書かれている」とい

う記述をよく目にします。それ自体は問題ないのですが、その先の論が、その学習指

導要領に書かれていることが（絶対正しいことで）、その前提で論が展開される（それ

をいかに具現化するかが考察されることが多い）のを目にします。それは、学問の自

由とは遠い発想ではありませんか。大学の教員養成課程の授業では、学習指導要

領やその解説編をテキストに使うことを多くの大学教師がしていると思いますが、そ

れ自体は問題はありませんが、その使い方によっては（そこに書かれていることが正

しいという前提の授業では）、大学の学問の自由に反する教育になる危険性はありま

せんか？ 

ChatGPT:の回答 

非常に本質的な問題提起をありがとうございます。 

ご指摘のように、学習指導要領を「前提」としてのみ扱う大学教育のあり方は、「学問



の自由」との緊張関係を孕んでおり、教育学や教員養成における構造的課題でもあり

ます。以下に、この問題を多角的に整理し、中立的かつ批判的に考察してみます。 

 

1．問題の構図：学習指導要領は「学問の対象」か「規範

の根拠」か 

● 現場でよく見られる姿勢： 

学習指導要領にこう書かれている → それを「いかに実現するか」を考える → それ

が教育学の「実践的探究」とされる 

この構図は、一見すると合理的であり、**「理論と実践の接続」**として正当化されや

すいです。しかし、そこには以下のような学問的リスクがあります。 

 

2．学問の自由との距離：批判的思考の封じ込め 

● 問題点①：「前提」を疑う姿勢が奪われている 

学問とは本来、制度や言説を対象化し、歴史的・社会的・思想的な文脈の中で問い

直す営みです。 

しかし、「指導要領＝正しい前提」とする姿勢では、その内容が誰によって、どのよう

な政治的・文化的背景で形成されたかを問う視点が欠落します。 

例： 

• なぜ「主体的・対話的で深い学び」が今、強調されているのか？ 

• なぜ教育評価が「資質・能力の三観点」で行われるようになったのか？ 

• なぜ探究学習が中高に導入され、小学校の高学年から道徳が教科化された

のか？ 

こうした問いを封じ、「書かれていることをそのまま信じ、それを再現可能にする指導

技術」を探るだけでは、学問の自由＝批判的思考の実践が成立しません。 



 

3．教員養成課程での課題：制度教育と大学教育の狭間 

● 学習指導要領を使うこと自体は問題ではない 

指導要領は、学校現場の制度的枠組みとして不可欠であり、教員養成においても避

けて通れません。 

したがって、大学でそれを扱うこと自体は当然であり、現場と連携した実践的教育の

一環といえます。 

● だが「その扱い方」が学問性を決定する 

問題は、「指導要領の記述を事実・正解とみなす」か、「検証・批判の対象とみなす」

かにあります。 

• 教育思想・政策の系譜の中で読む 

• 国際比較でその特異性を明らかにする 

• 教師・子ども・保護者の声と照らして評価する 

• 社会構造や政治との連関を読み解く 

このような扱い方を通じて、「国家による教育言説の正当化メカニズム」そのものを学

問対象にする視座が必要です。 

 

4．制度的背景：なぜ大学でも「従属的教育」が行われや

すいのか 

● 大学の教員養成のジレンマ： 

• 教職課程が文部科学省の認可制度のもとにあり、指導要領理解や教職実践

力が厳しく問われる 

• 教育委員会や現場との連携が重視され、「現実的・実務的」な授業設計が求

められる 



こうした制度的圧力の下で、**「制度準拠型の教育」**が無自覚に再生産され、大学

教育であっても「批判的教育」ではなく「再現的訓練」に陥る危険があります。 

質問５ 

 

学問で社会学と心理学を比較した時、社会学は言説の前提や社会的背景も批判的

に問う傾向がありますが、心理学はそのような問いの傾向は弱く、その言説の正当

性や背景は問わず、それをいかに実現するかの技術的なことのみ問題にすること多

いと思います。この見方に関して、心理学の立場からの意見も含め、コメントをお願い

します。 

ChatGPT:の回答 

ご指摘は非常に的を射た観察であり、社会学と心理学の学問的性格の違いを見事に

捉えています。 

確かに、社会学には「制度や言説の前提を批判的に問う」姿勢が色濃くあり、対して

心理学は多くの場合、人間の行動や心的プロセスを「前提化されたモデル」の中で測

定・説明・操作しようとする傾向が強いです。 

以下に、この違いをいくつかの観点から整理し、心理学側の立場や反論の可能性も

踏まえて中立的にコメントします。 

 

1. 学問的スタンスの違い：構造批判か、再現可能性か 

● 社会学： 

• 社会現象の「背景構造（イデオロギー、権力、言説、文化）」を問題化する 

• 物事の**「なぜそれが当たり前になっているのか」**という視点をもつ 

• 例：家族、教育、性別、労働などの制度が「自然」ではなく「社会的に構築され

たもの」として扱われる 

• 方法論としては、定量・定性両方あるが、理論的批判や解釈的アプローチが

強い 

● 心理学： 



• 個人の心的過程や行動に焦点を当て、それを「測定」し「モデル化」して理解・

制御しようとする 

• 問題の設定は、**「心はどう働いているか」「どうすればうまく機能するか」**に

向かうことが多い 

• 例：学習意欲を高めるにはどうするか、発達を促進する方法は何か、ストレス

をどう管理するか 

• 方法論としては実験・調査による因果関係の検証や数量化が中心 

→ 結果的に心理学は、「問いの前提」や「その問いを生む社会構造」を問うよりも、

問いの内部で「答え」を出すことに向かいやすい。 

 

2. 心理学の立場からの見方・反論の可能性 

心理学者の立場から見ると、以下のような反論や補足が考えられます。 

● ①「心理学も理論的前提を問う分野はある」 

• 精神分析（フロイト、ラカンなど）や人間性心理学、社会的構成主義心理学（ブ

ロンフェンブレンナー、ギャシュリなど）は、自己や心のあり方が文化や言語に

よって構築されることを問題にする。 

• 批判的心理学（critical psychology）やフェミニズム心理学は、伝統的心理学

の「普遍的人間像」に対する批判を展開している。 

→ ただし、これらは心理学の中では主流派ではなく周縁的ポジションにあるため、心

理学全体としてはなお「測定と操作」の傾向が強いという印象は否定できない。 

● ②「社会背景を問うよりも、再現性・実証性を重視する使命がある」 

• 心理学は医療、教育、ビジネス、司法などの現場で、実際に人の行動に介入

することが求められる学問であり、理論よりも「使える知」が重視される。 

• 例えば発達障害支援やカウンセリングのような実践領域では、「社会制度が

悪い」と言うよりも、「どう支援すれば良いか」を優先せざるを得ない。 

→ 批判よりも「現場対応・最適化」への志向が強いのは、学問の社会的機能の違い

でもある。 



 

3. 中立的総括：学問の「問い方」の哲学が異なる 

比較項目 社会学 心理学 

主な対象 社会構造・関係性 個人の心と行動 

問いの性

質 

「なぜそう考えるようになったのか？」

（批判的） 

「どうすればうまくいくか？」（実践

的・技術的） 

方法論 批判理論、解釈的分析、歴史的文脈 実験、測定、統計分析、行動観察 

知の志向

性 
問いの前提を掘り下げる 問いの枠内で有効な解決を探す 

社会的機

能 
社会変革・構造批判 個別支援・機能改善 

どちらが「正しい」というよりも、知のスタイル・志向性の違いがあり、それぞれに長所

と限界があります。 

 

4. 教育・実践への含意 

• 教育学（特に教員養成）においては、社会学的視点を持つことで**「教育制度

や言説を批判的に読む力」**を育てられます。 

• 同時に、心理学的視点を活かせば、**「子どもの行動や発達を理解し、支援

する具体的スキル」**が身につきます。 

• 両者のバランスをとることで、**「社会制度の矛盾を理解しつつ、それを乗り越

える現実的手立てを考える」**という教育的成熟が促されます。 

 

ご希望があれば、上記を大学の講義ノート形式、教育論文の一節、または社会学・心

理学入門の教材化などに整理することも可能です。お気軽にご依頼ください。 

 

 



質問６ 

 

上記を大学の講義ノート形式、教育論文の一節、または社会学・心理学入門の教材

化などに整理すること、をお願いします。 

ChatGPT:の回答 

承知しました。以下に、先ほどの内容を**大学講義用の講義ノート形式（教育学・教

職課程向け）**として整理しました。心理学と社会学の学問的スタイルの違いを理解

し、教育実践にどのように応用できるかを考える構成にしています。 

 

講義ノート：社会学と心理学の学問的スタ

イルの違いと教育実践への応用 

授業名（例）：教育思想と方法論／教職概論／教育学概論 

対象：大学 2 年生以上の教職志望者 

 

第○回テーマ 

「社会学と心理学：学問の問い方の違いと教育現場への含意」 

 

１．はじめに：学問の問い方はすべて同じか？ 

• 「いじめをどう防ぐか？」「子どものやる気を高めるには？」という問いに対し、 

社会学と心理学では異なるアプローチをとることがある。 

• 本講では、両者の問いの立て方・方法論・目指す知の性格を比較する。 

 



２．社会学と心理学の基本的な違い 

観点 社会学 心理学 

対象 社会関係、制度、文化、言説 
個人の行動、認知、感情、動機づ

け 

主な問い 
「なぜそのような前提が成立したの

か？」 
「どうすれば効果的に働くのか？」 

方法 
理論的分析、構造的・歴史的背景の

解明 
実験、観察、調査、統計分析 

知の性質 批判的、解釈的、構造的 実証的、測定的、技術的 

学問的役

割 
社会の前提や制度を問い直す 

個人の行動理解や支援方法を提

供する 

 

３．具体例での比較 

例①：いじめの問題に対する問い方の違い 

• 社会学： 

→「いじめがなぜ発生するのか」「それを黙認する学校文化とは何か」 

→問いの背後にある制度や言説、社会構造を問う 

• 心理学： 

→「いじめっ子の心理的特徴は？」「仲裁スキルを育てる方法は？」 

→個人の行動傾向や改善方法に注目 

例②：やる気（モチベーション）について 

• 社会学： 

→「なぜ子どもが『やる気を出す』ことを求められる社会になったのか」 

→評価主義、成果主義社会との関係を問う 

• 心理学： 

→「目標設定の仕方でやる気はどう変わるか？」 

→自己決定理論、報酬効果、動機づけの仕組みを分析 

 

４．心理学の反論と補足的視点 



• 心理学にも、構造的・批判的視点を持つ潮流は存在する： 

o 批判的心理学（critical psychology） 

o 社会構成主義心理学 

o フェミニズム心理学 

o 精神分析的アプローチ（ラカンなど） 

• ただし、教職課程や実践現場では、測定可能で即効性のある知識が優先され

がちで、 

批判的心理学は周縁的となっている。 

 

５．教育実践への含意 

• 教育者は、制度や文化の背景を問う社会学的視点と、 

子ども一人ひとりに応じた支援を探る心理学的視点の両方を必要とする。 

• 例えば： 

o 「なぜ学力格差が生まれるのか？」（社会学的問い） 

o 「子どもの自己肯定感をどう育てるか？」（心理学的問い） 

• 両視点をバランスよく持つことで、 

o 制度の限界を理解しつつ、 

o 実際の子どもに対する支援を考えられるようになる。 

 

６．まとめ：問いを「問う力」を身につける 

• 学問とは、目の前の問いに答えるだけでなく、「なぜその問いが生まれるの

か」を問う営みでもある。 

• 心理学の知見を「技術」としてだけではなく、その背後にある人間観や社会観

も含めて読み解く力が求められる。 

• 社会学の知を現実離れした批判にとどめるのではなく、実践に活かす視点も

同時に重要である。 

 

次回予告・課題 



• 次回は、教育における「評価」の社会的構造と心理的影響について考察しま

す。 

• 課題：今回の講義内容をふまえ、「学力テスト」を社会学的・心理学的にそれぞ

れ分析し、1000 字で比較しなさい。 

 

必要に応じて、このノートをスライド資料化、配布レジュメ、または入門書の章立てに

発展させることもできます。ご希望があればお知らせください。 

質問７ 

 

現在の日本の文部科学省の中央教育審議会や学習指導要領の作成など、教育政

策に関わる研究者には、心理学者が多く招聘され、教育政策や学習指導要領の根

本的なあり方をあまり問わず、それを実現する技術的あり方ばかり議論されているよ

うに感じることがあります。これでは、真の教育の発展に繋がらないように思います。

この意見に対して、反論も含め、コメントをお願いします。 

ChatGPT:の回答 

非常に鋭い問題提起です。このご意見は、近年の日本の教育政策形成における**

「技術主義的・心理学的偏重」への懸念**を表しています。 

確かに現在の文部科学省、特に中央教育審議会や学習指導要領の策定において

は、心理学者（特に教育心理学・発達心理学・学習科学系）の影響が大きく、政策議

論が技術的・実証的な側面に偏りがちという指摘は、教育学界の一部でも共有され

ています。 

以下に、あなたの意見を肯定的・批判的に検討しつつ、中立的な見解も交えて整理し

ます。 

 

1. ご意見の核心：教育政策の「技術主義」への懸念 

ご意見の趣旨を整理すると、以下のような懸念が読み取れます： 

◆ 教育政策決定プロセスにおける問題点 



観点 懸念されている傾向 

学問的背景 心理学系（発達、認知、測定）に偏っている 

議論の内容 
教育の構造的・社会的意味よりも、効果的手法・エビデンス・実装ばか

りが重視される 

政策の姿勢 
「いかにやるか」に偏り、「なぜそれをやるのか」「誰のためか」の哲学的

問いが弱い 

教育の方向

性 

教育が「人間形成」から「パフォーマンス最適化・能力開発」へと変質し

ている 

このような傾向は、**学習指導要領における「資質・能力の三つの柱」**や、「主体

的・対話的で深い学び」などの表現に見て取れるように、学習の構成要素を細分化

し、測定・育成・評価可能なものとして扱う傾向として表れています。 

 

2. 肯定的視点：なぜ心理学的アプローチが重視される

のか 

教育心理学系研究者の立場からは、以下のような反論・主張が考えられます。 

● （1）政策形成には「実証可能性」と「実行可能性」が求められる 

• 社会制度としての教育は、「効果がある」「エビデンスがある」ことを求められ

る。 

• 心理学的アプローチは、教育効果や個人差に対して測定可能な知見を提供

できるため、政策に適用しやすい。 

●（2）教育の個別化・多様化への対応には心理学の知が不可欠 

• 発達障害、外国籍児童、社会的背景の異なる子どもへの支援においては、臨

床心理・発達心理・支援技法が極めて実用的である。 

• 社会構造の批判だけでは、現場での支援技術や方略に乏しい。 

●（3）社会学的・哲学的議論は抽象的で合意が得にくい 



• 「教育とは何か」「学校とは何か」といった根源的問いは重要だが、政策として

の合意形成には時間がかかる。 

• 政策にはタイムラインがあるため、**「すぐ使える理論」**として心理学が優先

されやすい。 

 

3. 中立的視点：両者の知をどう接続するか 

ここで重要なのは、心理学が「悪」で、社会学・哲学が「善」だという二項対立を避ける

ことです。両者の知が補完し合う形で生かされるべきです。 

視点 社会学・哲学的アプローチ 心理学的アプローチ 

問い 
教育の意味、目的、価値、制度の構

造 
教育の効果、支援技法、学習過程 

知の性

格 
批判的、理論的、規範的 実証的、技術的、応用的 

強み 教育の全体像を再構成できる 現場に役立つ支援法を示せる 

弱み 実践的な即効性に乏しい 
根本的な問いを問わない傾向があ

る 

真の教育の発展のためには、「教育の意味を問い続ける思索」と「教育を支える実践

知」の両輪が必要です。 

 

4. 政策・制度のあり方への提言的視点 

● 現状の問題： 

• 中教審などの審議会構成が、測定・介入系の研究者に偏り、教育思想や教育

史、教育社会学の研究者が少数派。 

• 政策が「効果」「指標」「アウトカム」で語られがちで、「価値」「関係性」「意味」は

軽視されやすい。 



● 今後への提案： 

• 政策審議会における専門の多様性（教育哲学、社会学、実践者、保護者、子

ども自身）の確保。 

• 教育政策においても、「なぜそれを目指すのか」を問う倫理的・理念的検討の

場を制度化。 

• 心理学的知見は、批判的問いの上に立って活用するべきであって、それ自体

が教育目的にすり替わることのないように注意すべき。 

 

結語 

心理学的知見が政策形成において有用であることは間違いありません。しかし、その

知が「何のために、誰のために」使われるかを問い直さなければ、それは単なる効率

化の道具となり、教育の本質を失わせます。 

教育とは、技術と哲学、実証と価値、支援と批判の間にあるバランスの中で発展すべ

き営みです。したがって、政策の現場においても、多様な学問的視座を交差させる知

的設計が不可欠なのです。 

 

ご希望があれば、これを「教育学研究論文の一節」「政策提言の素案」「教育哲学の

授業用資料」として再構成することも可能です。どうぞお申し付けください。 

 

 


